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はじめに

地方財政論や財政学において，政府の意思決定行動は，家計行動と比較して「家計は，出を

制し，政府は入を制する」としばしば言われている。言葉を換えて言えば，家計は与えられた

所得のもとで，消費を決めなければならないが，国や地方政府は，先に支出計画（予算）を立

て，その後，それが実現できるように税金や公債発行による収入を決定することを意味している。

政府は確かに予算を立てて歳出を決め，その後に，それに見合う歳入計画を立てるような制度

になっている。しかしながら，制度的な順番と，実際にどのように行動しているかは，別問題

であり，実証分析を行うことによってのみ明らかになる。これまでも，政府行動の仮説として，

研究者により以下のようなものが提示されてきた。

1  ）歳入が歳出を決める：Niskanen（1971）で想定された，「官僚の予算最大化仮説」と，補

助金によるフライペーパー効果という官僚行動から導かれる。

2  ）歳出が歳入を決める：Barro（1979）で議論された「課税平準化理論」より導かれる結果

であり，社会的コストを小さくするためには，政府は，将来の歳出の増減を見越して，今

期の歳入の調整を行う。

3  ）歳入と歳出の同時決定：歳出と歳入が中位投票者の最適水準に決まるという「中位投票

者仮説」。

4  ）歳入と歳出の決定は，それぞれ独立している：歳出と歳入が，経験的にそれぞれ独立に

決められている。

これまでの政府行動の研究は，静学的な枠組みでの理論・実証研究が中心であった。その

ことは上記仮説の中で，「課税平準化理論」などの動学モデルを初めから除外することを意味

している。したがって，実証分析を行う場合には，より一般的な動学モデルを想定して行う必

要がある。このような分析は，Holtz-Eakin et. al（1988）,（1989）で試みられた。計測方法の

詳細は第 1節に譲るとして，彼らは，1973年から1990年までの米国171の地方政府（municipal 

government）に関するパネルデータを使い分析した。そこでは，歳入を地方政府の税収とし

た場合，「歳入が歳出を決める」という因果関係は統計的に棄却されるが，「歳出が歳入を決定
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する」という因果関係は統計的に棄却できないという結論が報告されている。さらに Dahlberg 

and Johansson（2000）は，1979年から1987年までのスウェーデンにおける464地方政府に関す

るパネルデータを使い，歳出，税収，補助金に関する同時方程式モデルを計測した。そうして，

「歳出が歳入を決定する」という因果関係が統計的に支持されるという結果が得られた。した

がって，両論文では，結果的に，課税平準化理論により導かれる関係が支持されるといえるで

あろう。

本稿の目的は，これらの研究成果を踏まえ，日本の道府県パネルデータを使い，地方政府の

動学的行動を実証分析することである。第 1節では，このような動学的なモデルをパネルデー

タで計量分析するための方法が解説される。第 2節は，第 1節で説明された計量分析を日本の

都道府県パネルデータへ適用する。

第 1節　計量分析に関して

Holtz-Eakin et. al（1988）,（1989）は，歳出，歳入に関するベクトル自己回帰モデル（VAR）

を使って分析した。パネルデータを VARで計測する場合，同時性バイアスが発生し，推定量

が不偏性も一致性も持たなくなる。このことを見るため，クロス項のデータが N，時系列項の

データが Tのケースを考えてみよう。このとき，統計モデルは（1.1）のように表わされるとし

よう。

（1.1）  

この統計モデルを VARモデルに変換するため，各変数の差分で書き表すと，（1.2）式のように

クロス項に関する効果が消去される。

（1.2）  

yit－1は，uit－1に相関しているので，（1.2）から，（uit－ uit－1）は，（yit－1－ yit－2）と相関を持つ。

したがって，（1.2）式を VARで計測した場合，同時性バイアスを持つことになる。Holtz-Eakin 

et. al（1988）,（1989）は，これを避けるため，操作変数を使った推定方法で計測した。一般的に

（1.3）が想定されている。

（1.3）  

この仮定より，これらの変数を操作変数として使うことができる。さらに，（uit－ uit－1）は

yit－sや xit－sと s ≥ 2に関して無相関であることが，（1.2）よりわかる。したがって，これらの変

数も操作変数として使うことができるので，任意の t 期において，総計 2（t-2）個の操作変数が
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あることになる。ただし，操作変数法を適用するには，操作変数が少なくとも，説明変数の数

だけ存在しなければならないので，2（t ‒ 2）≧ 2mあるいは，という関係が成立せねばならない。

Arellano and Bond（1991）は，このようにして得られた，操作変数からなるベクトル itを，

GMM推定量のウエイト行列（ i）として用いる推定方法を提唱した。このときのウエイトは

以下のように定義される。

   

ここで，もしが Xitを E（Xitεis）＝ 0（t, s ＝1, 2,…,T）満たす強外生変数であったり，

E（Xitεis）≠ 0（s＜ t）を満たす先決変数であったりする場合，にはそれらの変数が追加され

る。後の便宜を考え，上記のように説明変数から構成される操作変数行列を構成する要素を

「Arellano-Bond操作変数」と呼び，それ以外にこの行列に追加される説明変数に関する操作変数，

例えば強外生変数や先決変数，さらに時間に関するダミー変数などを「通常操作変数」と呼び，

両者を区別することにする。通常操作変数は差分変換されるか，あるいは，そのままの系列（レ

ベル系列）で，この操作変数行列 iに追加される。Arellano and Bond（1991）は，このよう

にして構成された操作変数を使い，1-stepGMM推定のウエイト行列 1として，以下の行列を

用いることを提唱した。

 

この推定量は，二段階最小二乗推定量（2SLS）に等しくなる。

さらに，2-stepGMM推定では，1-stepGMMの推定誤差を使った以下のウエイト行列を使う

ことを提唱した。

    

ただし， 2は推定誤差の時系列分散不均一性修正共分散行列（HAC）を使う。また，攪乱
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項が系列相関も分散不均一性も持たない場合，1-stepGMM 推定量は2-stepGMM推定量 に比べ

て，より効率的な GMM推定量となる。

Dahlberg and Johansson（2000）は，基本的に Arellano and Bond（1991）の計測方法を適用

する。我々も彼らの手法を採用するので，少し詳しく説明しよう。歳入，歳出，補助金のパネ

ルデータをそれぞれ Eit，Rit，Gitと表示する。地方政府の行動を分析対象とするため，地方政

府への補助金が説明変数として追加されている。このとき Dahlberg and Johansson（2000）は，

（1.4）の動学モデルから出発する。

（1.4）  

これを差分で表わすと，（1.5）となる。

（1.5）  

同様にして，歳出と補助金に関しても，それら変数の差分ΔRit，ΔGitを使い，以下のような統

計モデルに変換できる。

（1.6）  

（1.7）  

上記モデルに関して，Dahlberg and Johansson（2000）は以下の手順で計量分析を行った。

1  ）最大ラグm＝ 3とし，各種ラグの統計モデルを Arellano and Bondダイナミックパネル

分析する。

2  ）各種ラグの統計モデルについて，GMM推計 のモーメント条件に関して，帰無仮説：モー

メント条件が適切である，のもとでの J統計量（J-statistic）を使いモデル選択を行う。

3  ）さらに，m＝ 3の J-statatisticを Q3，m＝ 2のそれを Q2，m＝ 1と m＝ 0のそれを，

それぞれ Q1，Q0とする。このとき，（Q3－Q2）,（Q2 －Q1）,（Q1－Q0）の各統計量を

計算する。これらの統計量は，帰無仮説：ラグ制約が有効である，のもとで自由度 3のカ

イ二乗分布をすることが知られている。したがって，これを使いモデルのラグ選択を行う。

彼らは，以上の仮説検定に，通常使われる漸近的臨界値ではなく，ブートストラップ法で得
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られたブート臨界値を用いた検定を行っている。ブートストラップ法を用いる理由は，彼らが

モンテカルロ実験で示したように，漸近的臨界値を使った場合，正しい帰無仮説を棄却しやす

いためである。本稿では，ブート臨界値は使わず，漸近的臨界値を用いた検定のみを行うこと

にする。

第 2節　計測と結果

データは，47都道府県財政データから，1989年から2003年までの，歳出総額，地方税収額，

地方交付税額を抽出し，それぞれ Eit，Rit，Gitと表示する。これを（1.4），（1.6），（1.7）で表

わされる統計モデルへ当てはめ，Arellano and Bondダイナミックパネル分析を行った。最大ラ

グ 3を想定し，J-statisticの結果から，歳出モデルのラグ 3 ，ラグ 2 ，さらに，補助金モデル

のラグ 3からラグ 1までのモデルが，GMMモーメント条件を満たしていることが分かる。歳入

モデルに関しては，いずれのラグモデルも GMMモーメント条件を満たしていない。補助金で

ある地方交付税は，国によって決定される。したがって，ここでは，地方政府の行動として歳

出モデルのみを検討する。

表 1：計測結果
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歳出モデルに関して，ラグ 3モデルとラグ 2モデルに関する J-statisticの差分 Q3－Q2は4.588

である。このとき，カイ二乗分布の 5％臨界値は，カイ二乗分布表より7.815なので，帰無仮説：

ラグ制約が有効である，を棄却できない。従ってラグ 2モデルが採択されることになる。ラグ

1モデルは GMMモーメント条件を満たさないので，結局，歳出モデルのラグ 2モデルが最終

的に採択される。ラグ 2の歳出モデルに関する詳しい計測結果は，次の表で報告されている。

注） （＊） 5％有意水準で有意，（＊＊） 1％有意水準で有意であることを示している。J-statに関して，（＊）は、
帰無仮設が 5％有意水準で棄却で棄却されないことを意味している。

表 2：歳出モデル（ラグ 2）の EViews 計測結果
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注）＠LEV（@ISPERIOD（“XXXX”））は，「xxxx年ダミー変数」を表している。
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この計測結果から，今期の歳出行動には，過去の歳出は影響を与えないが，過去の歳入と補

助金が影響を与えている。特に補助金の二期間のラグに関する係数が，正で 1以上であること

から，過去の補助金以上に現在の歳出を増やそうとする「フライペーパー効果」も確認される。

過去の歳入に関しては，二期前の歳入はマイナスの影響を与えるが，一期前の歳入は，今期の

歳出に，プラスのより大きな影響を与えるという結果が得られた。このことは，歳出に関する

地方政府の官僚行動として，直近の歳入をもとにして今期の歳出を動学的に決めていることを

示している。

おわりに

これまでの計測結果から，地方政府の歳出は，官僚の動学的行動を通して決められているこ

とが分かった。このように，ダイナミックパネル分析を適用することにより，地方政府の動学

的行動が明らかにされた。本稿では，Dahlberg and Johansson（2000）と違い，漸近的臨界値

が仮説検定に用いられたが，ブート臨界値を用いた検定を行い，ここでの結果と比較する必要

がある。
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